





































































































































がカップの主著（The Social costs of Private Enterpriseおよびその改訂版である The Social 




































































































































































石綿）の使用について制約はほとんどないといえる。1998 年に ILOの 1986 年「石綿の使用に














で 6.0mg/㎥（平均 4.0mg/㎥）、合成樹脂やゴムとの混合製品の場合は 10.0mg/㎥（平均 4.0mg/㎥）
となっている 25）。各国の基準の設定方法の違いで単純に比較はできないが、ロシアの粉じん含
有 20％以上の場合に最小の 20％とすると、純粋にアスベスト粉じん量で平均許容濃度 0.1mg/
㎥となる。さて、欧米諸国や日本では重量ではなく繊維数 /mlの濃度基準となっているが、ア
メリカの OSHAは他国より先進的に 1994 年に 8時間平均 0.1 繊維 /mlの基準とし、2001 年まで
の間に他の先進国も 1.0 ～ 0.1 繊維 /mlの範囲に移行している。繊維数と重量についての日本産
業衛生学会の換算（2繊維 /mlは 0.12mg/㎥に対応）で考えると高めの設定の 1.0 繊維 /mlでも
0.06mg/㎥となる 26）。このロシアの基準は世界水準よりも緩いものと判断できる。
ロシア国内で特に大規模で代表的な鉱山はウラル地方スヴェルドロフスク州アスベスト市の














よる近年のアスベスト産出量（世界で年間 200 万トン規模）で、後出の表 1にも示す通り、ロ
シアの産出量は 2011 年以降毎年 103 ～ 110 万トンと世界のおよそ半分のシェアとなってい








生産量は減ったが軍事利用が増加、その後の 1960 ～ 70 年代には生産量が増大していく。ウラ
画像 1　アスベスト市のエンブレム。出所：2015 年 9月筆者撮影。
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ロシアのアスベスト産業の実態・特徴と地域経済を巡る課題（南）
ルアスベスト社の公表データによると 1955 年の生産量約 40 万トンが 1960 年約 77 万トン、
1965 年約 106 万トンと大きく増加し、ピークである 1976 年には約 155 万トンにまで至る。その
後の 1980 ～ 1990 年には 111 ～ 119 万トンの範囲で推移していくが、体制移行後の 1995 年には









像 2）。ウラルアスベスト社の資料によると露天掘りの採掘ピットは長さ 11.5km、幅 1.8kmとさ
れ、工場施設を含めて鉱山敷地は 90 平方 kmに及ぶものである 31）。航空写真において、中央の
採掘ピットの西側の領域が市街地であるが、googleマップ上で計測したところ約 18 平方 kmで
ある。鉱山ピットの北・東側に鉄道・貨物輸送施設や工場施設等が広がって立地している形で
あり、鉱山関連の敷地が少なくとも市街地の 5倍の領域を占めている。
人口規模は、1926 年は 7,600 人ほどだったのが 1930 年代には 3万人弱、1960 年には 6万人を
超え、1982 ～ 2001 年の頃の 8万人以上だったのをピークとしてそれ以降は徐々に減少傾向にあ
り、2015 年には 66,100 人、2016 年では 65,300 人となっている 32）。実際はアスベスト市と原料
アスベスト産業も活況あるいは安定傾向を現在まで持続していたのではなく、上述のウラルア
スベスト社の生産量の統計でも明確なように、ソビエト連邦からロシア連邦への体制移行の頃










員を抱えている」とされる 33）。つまりアスベスト産業のみで最盛期には 16,000 人規模の労働者
が雇用されていたことになる。アスベスト市でのアスベスト産業の歴史に併せて先に明示して
おくと、ロシアは現在でもアスベスト生産だけでなく消費も世界有数の規模（2000 ～ 2014 年の









の従業員は 5,000 人とされる 36）。最盛期に比較すると大きく減少していると考えられるが、それ
でも一大地域産業にあることは変わらない。得られる最新の情報の中で 2015 年のデータと比較














注で調査研究が行われたのが 1999 年であり、この時点では下記の 2009 年基準よりも広く定義
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ロシアのアスベスト産業の実態・特徴と地域経済を巡る課題（南）














展省認定のモノゴーラドは 333 自治体であり、その中にアスベスト市も含まれている 41）。さら
に 2014 年に発信されたロシア政府指令でのモノゴーラド認定は 313 自治体になり（ロシア政府
は衰退の企業城下町に見切りをつけ移住を促す方針にある）、最も危機的状態にある 75 自治体、






























が 2000 年には 2mg/㎥まで推移してきているというのが実際で、前述のように国際基準からは
高濃度の粉じん環境といえる。
労働災害について、過去に石綿肺は多く発生しており、1952 年の記録では労働者の 8％に所






























がん（部位区別なし）5、肺炎 3、事故等での外傷 4、その他の雑多な病気 18 となっているが、
各サンプルの情報とは結びついておらず、アスベスト関連疾患かどうかの情報も不明となって
いる。
47 名の中で 24 名がアスベストを取り扱う労働者（年齢層 40 ～ 83）で、内 19 名がウラルア
スベスト社もしくはウラル ATI社の従業員、5名がその他のアスベスト企業である。23 名が全
くアスベスト関連の職業ばく露歴を持たない居住者（年齢層＜ 0.1 ～ 81）で、中には未成年 2
名（1才未満と 13 才）が含まれる。これらのサンプルの乾燥肺 1g中の 1μm以上の長さのアス
ベスト繊維の本数が計測された。その結果、アスベスト関連の労働者グループで総繊維数の範
囲 100 ～ 5,060 万本、内訳はクリソタイル 80 ～ 5,060 万本、角閃石系＜ 10 ～ 190 万本である。
住民グループで総繊維数の範囲 10 ～ 1,620 万本、内訳はクリソタイル 10 ～ 1,460 万本、角閃石






かった 35 才男性のサンプルではクリソタイル 1,460 万本、角閃石系 50 万本であり、職業ばく露
と遜色ないレベルである。日本の労働災害保険 /アスベスト救済法でのアスベスト肺がんの認定
基準の一つとして、1μm以上の総アスベスト繊維数が乾燥肺 1g中で 500 万本以上があるが、
住民グループで 5名（約 22％）が 500 万本以上である。年齢の低い未成年の場合でも、13 才で
総繊維数 170 万本、1才未満で総繊維数 50 万本となっている。ここから考えられるのは、アス
ベスト市の市街地でも区域や行動パターンによって生活環境での高濃度のアスベストばく露が
起こりうること、未成年での検出状況からアスベスト関連の労働者家族における家庭内ばく露
























表 1　2000 ～ 2015 年の原料アスベストの産出状況（主要 6カ国および世界全体）
 単位：トン
年 （a）ロシア （b）中国 （c）カザフスタン（d）ブラジル （e）カナダ （f）ジンバブエ 世界全体
2000 年 750,000 315,000 233,200 209,332 309,719 152,000 2,110,000
2001 年 750,000 310,000 271,300 172,695 276,790 136,327 2,080,000
2002 年 775,000 270,000 291,100 194,750 240,500 168,000 2,050,000
2003 年 878,000 350,000 354,500 194,350 200,500 147,000 2,230,000
2004 年 923,000 400,000 346,500 252,067 220,000 104,000 2,340,000
2005 年 925,000 400,000 305,500 236,047 200,000 122,041 2,270,000
2006 年 925,000 360,000 314,700 227,304 200,000 100,000 2,210,000
2007 年 1,025,000 390,000 292,600 254,204 180,000 80,000 2,300,000
2008 年 1,017,000 380,000 230,100 287,673 160,000 11,489 2,090,000
2009 年 1,000,000 440,000 230,000 288,452 150,000 4,971 2,110,000
2010 年 995,174 400,000 214,100 302,257 100,000 2,400 2,020,000
2011 年 1,031,880 385,000 223,200 306,321 50,000 0 2,000,000
2012 年 1,050,000 420,000 241,200 304,569 0 30 2,020,000
2013 年 1,100,000 420,000 243,400 290,825 0 377 2,050,000
2014 年 1,100,000 410,000 213,100 311,230 0 0 2,030,000
2015 年 1,100,000 400,000 215,000 311,000 0 0 2,030,000
合計 15,345,054 6,050,000 4,219,500 4,143,076 2,287,509 1,028,635 33,940,000
















1969 年と 1974 年に採掘が停止された 49）。その頃は日本のアスベスト消費のピーク期でもあり、




































の含有繊維の比率で等級が決まり、基本の等級が 0～ 7等級の 8段階（0グレードが最も長繊維
の含有率が高い）で、各等級でも細かな小分類と、基本等級とは別の用途別特別分類扱いもあり、




















































































































する）が 19 村合併で生まれたのが 1889 年のことであり、当時で人口 12,040 人の農漁村であった。
一般的な農業・漁業だけでなく、製塩業や木材・石炭等の輸送を担う港湾の運送業も盛んであっ









者の流入が増加の一途にあったとされ、水俣市の人口は 1920 年には 20,498 人、1935 年には
27,693 人となる。これは同じ芦北郡の他の自治体の数倍の増加率であり、水俣市の人口増加が
突出していることがわかる 65）。人口増加はチッソ水俣工場の生産ピークの頃でもある 1956 年の
50,461 人に至るまで続くが、その後は減少傾向となり、近年（2014 年）には 25,707 人となって
いる 66）。水俣市の方が人口は低いが、基礎自治体として考えると数万から 10 万程度であれば同
一レンジの人口規模といえる。
このように地域の産業・雇用もチッソ中心になっていったのであり、元々農漁村だった水俣









経済効果の点では大きな格差があり、1956 年の水俣市の生産所得の合計 85 億 5,900 万円の内で
農業・林業・漁業を合わせた第一次産業で 5億 1,700 万円に対し、製造業のみで 34 億 6,500 万
円である。また、製造業の生産所得を人口一人当たりに換算して水俣市と熊本県全体を比べる




のデータで水俣市の工業にて、全体で工場 117・従業員数 4,937・出荷額 59.7 億円の内でチッソ
1工場が従業員数 3,647（73.9％）・出荷額 53.8 億円（90.1％）と大半を保持していた。チッソの
従業員数については、戦後の一時期は朝鮮窒素等の引揚者の受け入れで 5,000 人近くまでふくれ
あがったこともあるようだが、1950 年代のチッソ水俣工場の全盛期は 3,500 人前後の規模で、「水
俣における工場労働者数に占める比率は七二－七三％（原文ママ）前後に安定する傾向」にあっ

































































































業なので社会保障や公共投資全般に関連するものと考えられる）に基づいて 3億 5,000 万ルーブ
ルの拠出、慈善事業に対して 7,000 万ルーブルの拠出を行っているとされる 78）。株主向けに公開
されている財務諸表によるとウラルアスベスト社の 2015 年の純利益は約 14 億ルーブルであり、

























































































































































































































































































1960 年国勢調査で 107,972 人）、立地条件も近似しており、山間部に位置して交通の便も近隣大





















































アスベスト素材の市場について、2014 年度の貿易統計では、ロックウール類は輸出量 97,830 ト

























































































プの社会的費用論を手がかりとして」『政策科学』17 巻 1 号、2009 年、103 ～ 115 ページ。南慎二郎「労
働災害・環境問題と社会的費用　–アスベスト災害の研究として」『政策科学』20 巻 1 号、2012 年、129
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４）いずれも最終章最終節の部分に該当する。Kapp, K.W., The Social Costs of Private Enterprise（paperback 
edition）, New York, Schocken Books, 1950, 1971, pp.255-262.（篠原泰三訳『私的企業と社会的費用』岩波











い。Kapp, K. W., “Nationalökonomie und rationale Humanismus”, Kyklos, 21（1）, 1968, pp.1-25.（「経済学に
おける人間性の回復」柴田徳衛・鈴木正俊訳『環境破壊と社会的費用』岩波書店、1975 年、54 ～ 83 ペー
ジ）
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